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ソーシャル・キャピタル醸成における行政と市民の役割

一人づくり 21世紀委員会を事例としてー
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第 1章問題意識とねらい~

1.近代化による地域共同体の衰弱とその再創造へ

の社会的要請

1 -1 近代化の意味と社会システムの変化

近代化とは一般的に封建社会からの脱却や工業

化を意味するが、それはまた農村型社会から都市

型社会への移行と呼ぶこともできる。

かつて日本の高度成長期には、農村から都市部

への集団就職という制度があり、中学を卒業した

農家の二男以降が金の卵ともてはやされて、集団

就職列車 1)に乗って都会に吸い込まれていった。

その人口流出は農村から都市への単なる人の移動

ではなく、それまでの農村や都市の共同体が築い

てきた社会システムを根底から覆す意味をもって

いた。

松下圭一 2)はそれを「工業化・民主化による、

共同体・身分ないし農村型社会の崩壊によって、(中

1)日本の高度成長期に重なる 1954年から 1975年ま
で運行された。
2 )松下 [2004]50-51頁
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略)公共政策による、市民の生活条件の制度整備、

つまりシビル・ミニマム(市民生活基準)の公共

保障が、都市型社会の<構造>として不可欠とな

ったのである。農村型社会から都市型社会への移

行とは、シピル・ミニマムの公共整備、つまり『共

同体から政策・制度へ』だった」と言っているが、

それまで地域共同体の互助や大家族で担われてき

た人々の暮らしが、社会制度や民間サービスとい

う仕組みに置換されていったということである。

× 

表 1 義理つきあいと現代のシステム 3)

産婦人科、保健所(民間、行政サ
出産|ーピス)

病院、生命保険、社会保険(民間、
l病気|

行政)

×|建築|工務庖(民間サービス)

| 同時自衛隊、災害NPO(行政、
水害;二三
I N.t'UJ 

x I年忌|お寺、飲食店(寺院、民間サービス)

消防署、火災保険(行政、民間サ
01火災|ービス)

葬儀杜、火葬場(民間、行政サー
01葬式|ピス)

表 lはかつての村落共同体における村八分と現

代の制度を対比したものである。

村の「十分」の交際のうち、火災と葬式以外は

付き合わないということで「八分」と呼ばれてい

るが、村落共同体の秩序を維持するための措置の

中でも、もっとも厳しい制裁で、今でいう生存権

を脅かされるような場合もあったという 4)。確かに

江戸から明治にかけての時代に、出産や病気、建築、

水害などで誰からも支援をもらえないとしたら、

それは大事であったに違いない。

しかし、都市型社会が到来すると、かつて村落

共同体や犬家族で互恵的に担われてきた“勤め"は、

3 )作成正木
4 )桜井 [1985]57司76頁「平準化の論理と生活規範Jを
参考

表lに示す通りすべて政策・制度、民間サービス

へと転換されていき、人々が直接協力しなくとも

生きていける社会が誕生することになった。

1 -2 地域共同体の衰弱とコミュニケーション不

全症候群

高度成長期になると、家庭にはあこがれの電化

製品もそろい、社会福祉制度や民間サービスが充

実するなど、人々は都市の豊かな生活を桓歌する

ようになる。田舎のしがらみを逃れて、多くの若

者が東京をめざしたのも、このころである。

しかし、近代化の進展の裏側では、長年にわた

って育まれてきた地域共同体が衰弱し崩壊しはじ

めることになる。その理由を一言でいうなら「必

要がなくなった」からである。

金子勇は「二種類以上の主体聞には『共生Jす
ることによって得られる利益が確実に存在する。

(略) むしろ、主体聞に利益が生まれなければ、『共

生Jなどは生じないと考える。(略)互いに有益で
あるから『共生』しているのである 5)Jといってい
るが、地域共同体から得られる利益を代替する政

策・制度が整ったために、共生する必要がなくな

ったということである。確かに表lをみれば、ほ

とんどすべての共益的な事業が、政策制度や民間

サービスによって充足されていることがわかる。

お金さえだせば、共同体の煩わしいしきたりに縛

られなくても上質のサービスを受けられるのであ

る。都市化に伴って地域コミュニテイが失われて

いくのは、ある意味必然といえる。

しかし、問題はそう簡単ではない。都市化の進

行にともなってコミュニケーション不全症候群と

でもいう新たな問題~孤独、孤立、人間疎外、い

じめ、不登校、引きこもり、ニート、不安、うつ、

自殺など~が噴出してきたのである。これらの原

因や因果関係をここで詳しく論じることはできな

いが、地域に共同体が失われたことや、核家族化

の進展、人とかかわる機会が減少したことなどに

関連する問題であることは間違いない。

門脇厚司は、現代の日本社会が、コミュニケー

ションを成立させる条件ないしは社会的基盤をな

5 )金子 [2007]48頁
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くしていると指摘し、その中で「他者についての

関心や理解がどんどん薄れて(略)他者の存在を

疎ましく感じる心性が募っている」と警告してい

るが6)、他者と深く関わらない社会は、さまざまな

社会病理を生みだしている。中でも、動機不明の

殺人や学校への閲入事件 7)は、社会を不安に陥れ、

マスコミを通じて拡大されることで、「見知らぬ他

者を信頼できない社会Jが喧伝されようとしてい
る。

しかし、見知らぬ他者を信頼できない社会は、

もはや社会としての基本要件を失っているといえ

るのではないだろうか。

1 -3 政府による政策・制度の限界とコミユニテ

イ再創造への期待

ここ数年、パートナーシップや協働という言葉

が注目をあび、流行のようになっているが、それ

は「市場の失敗」ゃ「政府の失敗」を経て、公共

政策が行政の占有物ではないことが認識され、人々

がガパナンスの重要性に気づき始めたということ

に他ならない。

環境問題、地域の安全、地域教育、高齢者介護

など、草の根から地球全体までの多様、かつ膨大

な問題を政府セクターだけで担えないことはもは

や明白である。市民やNPO、企業など多様なアク

ターが主体となって、これからの公共をどのよう

に担っていくのかが喫緊の課題である。

そのような市民セクターに向けた社会的要請が

ありながら、実体としての市民社会は見てきたと

おり、人と人とのつながりが希薄になり、孤立感

が深まっている。

すでに地縁的な地域共同体は崩壊の危機に瀕し、

新しく生まれる様々な課題に対処し、力強く社会

を形成していくような市民の力を持ち得ていない。

パートナーシップや協働がもてはやされるほどに、

肝心の市民が政治的、文化的成熟を果たせていな

いというのが実情である。そんな中で「見知らぬ

他者を信頼できない社会Jを、再び「市民が協力

しあう社会jへと転換していくにはどうすればよ

6 )門脇 [2003J97-99頁
7)神戸連続児童殺傷事件、秋葉原通り魔事件、附属
池田小事件など

いのであろうか?

コミュニティの再創造のために、誰がどのよう

にしてソーシャル・キャピタルを育み、新たな信

頼社会を構築するのか、それが本論文の命題であ

る。

2. ソーシャル・キャピタルを育む行政と市民の協

働のあり方

2 -1 テーマとしてのソーシャル・キャピタル

人と人との結びつきが希薄になり、なんとか元

に戻そうと努力している地域団体なども見受けら

れるが、変わったのは人の関係性だけではなく、

社会の仕組みそのものであり、従来の地縁的共同

体の再生はまず不可能といってよい。

元に戻るのではなくて、新しい「信頼のネット

ワーク」をどう築くかということ。それを「ソー

シャル・キャピタルの醸成」という視点から取り

上げてみたい。次章以降、地域コミュニテイの再

創造につながる実際の事例を蹄わけし、それがど

のような要因、要件で育まれるかを事例分析する。

2 -2 事例素材としての人づくり 21世紀委員会

ソーシャル・キャピタル醸成の仕組みを考察す

るために、本論文では、京都市が市民団体に呼び

掛けて創設した「人づくり 21世紀委員会jのIブ

ランチである、南区ネットワーク実行委員会の活

動事例を取り上げる。その理由は、①南区ネット

ワーク実行委員会におけるソーシャル・キャピタ

ルが、他の行政区のそれと比較して突出して高い

と見受けられること、②人づくり 21世紀委員会の

めざす「地域教育Jというテーマが、地域の「ソ
ーシャル・キャピタル」の向上と密接な関係にあ

ると思われること、③市民セクターと政府セクタ

ーの協働によって、果たしてソーシャル・キャピ

タルを醸成することは可能か、という実験的な要

素を含んでいることである。

2 -3 ゴールとしての行政と市民の協働のあり方

人づくり 21世紀委員会の活動は京都市が、教育

行政の一角を市民セクターに開放し、「市民全体で

担う地域教育」の実現をめざした野心的な事業で

あるとともに、それまでの行政主導の執行スタイ
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ルを市民協働型へ転換する分水嶺にある事業とも

いえる。

官治型から協働型への転換は重要な課題である

が、実際の成功事例については、あまり耳にしない。

行政と市民団体がお互いの異質な文化を理解し、

有機的な「協働Jを築くにはどうすればいいのだ
ろうか。

「協働Jも、突き詰めれば人間と人間の営みであ
る。そう考えれば、その関係性や相互作用の質の

問題を抜きにしては語れないはずである。そんな

視点から、行政と市民の「協働」を成功に導く要

件や条件について考察したい。

第2章 人づくり 21世紀委員会の南区ネ

ットワーク実行委員会における活動事例

1.人づくり 21世紀委員会とは何か

1 -1 人づくり 21世紀委員会の概要

(1)設置の背景

人づくり 21世紀委員会は、「市民総ぐるみで子

どもの教育をjという桝本市長(当時)の発案で、

1998年に 76の参画団体を集め創設された。

90年代より学校ではいじめや学級崩壊がエスカ

レートし、登校拒否(不登校)児が10万人を超え

て、学校に心の教室相談員(スクールカウンセラー)

が配置されたのもこの時期である。その上、神戸

連続児童殺傷事件など不可解な事件が連続する中

で、教育を学校だけで支えることの限界が明らか

になっていた。

1998年に出された第 16期中教審の答申は「新

しい時代を拓く心を育てるために一次世代を育て

る心を失う危機」と題し、学校における「心の教育」

をうたうとともに、生きる力を醸成する必要性を

論じ、地域社会の教育力や家庭の教育にまで踏み

込んだ、提言を行っている。 8)r次世代を育てる心を
失う危機Jとは、現在の顕在化した問題群が、子
どもの問題ではなく、教育をめぐる大人の問題で

あることに言及したものであり、その発想はその

まま、「人づくり 21世紀委員会」のコンセプトと

なっている。

8)中央教育審議会答申 日998]

(2)人づくり 21世紀委員会の目的

桝本市長は 1996年に教育長から市長に転身して

いるが、教育長時代に果たせなかった「市民総ぐ

るみの教育」という思いを、この人づくり 21世紀

委員会の設立で結実させたともいえる。

この委員会の目的は、規約では以下のとおりう

たわれている。

人づくり 21世紀委員会の目的

「人づくり 21世紀委員会は、京都市において、

学校・家庭・地域社会の連携のもと、たくま

しく思いやりのある子どもたちの育成と、子

どもたち一人ひとりの可能性が最大限に開花

できる条件づくりを目指し、市民みんなで考

え、行動し、情報発信できる場として、各界

各層の市民の英知を結集した取り組みを行う

ことを目的とする。J
(人づくり 21世紀委員会規約 第l条)

規約に記された目的をみても、具体的な取り組

み内容は明らかではない。通常の規約であれば「目

的Jの下に「事業Jの項目がおかれ、「前条の目的
を達成するために以下の事業を行う」などと記さ

れるのだが、この委員会の規約には事業について

の条項はなく、「目的」の後の条項は、そのほとん

どがビューロクラティックな組織規定で埋められ

ている。

発足当時に、桝本市長はこの会の代表である河

合隼雄と対談し「もはや学校がどうの、親が云々

と責任のなすり合いをしている場合ではありませ

んね。子供たちの可能性を信じて、今、全ての大

人が子供たちに何をすべきか、何ができるかを考

えるべき時です。その意味で、市民ぐるみで子供

たちを育む『教育の風土づくりJの母体として、『人
づくり 21世紀委員会Jの活動が多くの方々のご賛
同をいただき、展開されていることを、心強く思

っています。 9)Jと述べているが、このことは、こ
の委員会の目的が事業を執行することにあるので

9 )人づくり 21世紀委員会ニュース 1999年 I月 人
づくり 21世紀委員会発行
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はなく、「教育の風土づくり」の母体となるような

ネットワークの構築そのものにあることを指し示

している。

(3)今日にいたる経緯

この10年間の主要な事業活動は下表のとおりで
ある。

=人づくり 21世紀委員会主要行事年表 = 

1998 :発足式 (2月)、 3部会(①心の教育の

推進②めざすべき人づくりの方向

③学校・家庭・地域の連携)の発足(7月)、

シンポジウム (7月)

1999 :人づくりフォーラム開催 (1月)、シン

ポジウム「子どもの心にどう向き合う

のかJ(7月)、行政区別討論会の実施 (9
-10月)

2000: r我が家の子育てひとこと集」の発行、
企画運営委員会発足 (5月)、行政区別

討論会「協力者の会」発足 (9-10月)

2001 :企画運営委員会に3つの小委員会(①

部会活動 ②地域活動 ③インターネ

ット活用)を設置 (5月)、協力者の会

をネットワーク実行委員会に改組、人

づくり連続講座

2002 :新規加盟13団体 (5月)、発足5周年事

業の実施 (6月/8月)、人づくり連続

講座

2003 :全体協議会におけるワークショップの

実施(10月/11月)、人づくり連続講座、

人づくりフォーラム(12月)

2004 :幹事会&全体協議会(12月)、人づくり

フォーラム(12月)、参画団体93団体に。

子どもを取り巻く緊急課題(薬害、エ

イズ、虐待、インターネット・携帯電話)

2005 :組織改変=部会の見直し、事業の重点

的なテーマの策定 (6月)、連続講座①

薬害②エイズ③虐待、人づくり 21

世紀委員会からの提言の策定

2006 :提言を市長に提出コ子どもを共に育む

京都市民憲章制定 (2007年)へ

シンポジウム、連続講座①薬物問題 (9

月) ②ゲーム・携帯・ネットの弊害(10

月)

2007 :主要テーマ/子どもを共に育む京都市

民憲章の具体化およびケータイ問題

(4)組織の構造と特徴

設立当時76団体であった加盟国体は、 2008年

現在 10l団体まで増加しており、その種別は、学

校教育に関する団体、社会教育団体、福祉、保健

医療、文化芸術、体育に関する団体など極めて多

彩である。特に経済団体とマスコミ各社が網羅さ

れているのは、こういう組織として異質である。

当然、法人格もさまざまで、公益法人、株式会社

にまじって、わずかながら NPO法人も加わって

いる。また、職域団体や連合組織が多く入ってい

るのも特徴といえる。

設立時の会の代表は河合隼雄氏であったが、現

在は前京都大学総長の尾池和夫氏となっている。

代表の依嘱、任命は京都市長が行うことになって

おり、それは、この会が市民組織という性格を持

ちながらも、実体として行政の末端組織として位

置づけられていることを表している。

監重金は総会にあたるもので、年に 1-2回、

幹事を集め開催される。また各幹事は原則として

企画推進部会、情報発信部会、地域活動部会の3

つの部会のどれかに所属する。

図1 人づくり 21世紀委員会組織図
(同委員会ホームページより)
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企画推進部会は、連続講座の開催など全体に供

する事業企画を行う。情報発信部会は機関紙の発

行やホームページの管理、地域活動部会は、各行

政区で行われる事業の支援や調整を行う。地域活

動部会の下には各行政区に計13のネットワーク実

丘重量全が組織されており、地域に根ざした取り

組みを行っている。それぞれの行政区には幹事と

は別に実行委員の中から世話役が選任されている

ほか、教育委員会から担当の社会教育主事が配置

されている。

童丘監霊会は、正副幹事長および3部会の代表

の計8名で構成されており、人づくり 21世紀委員

会の基本方針の策定や部会聞の調整を行っている。

この委員会の事務局は京都市教育委員会生涯学

習部の社会教育主事たちが担っている。

1 -2 人づくり 21世紀委員会の課題

人づくり 21世紀委員会は発足後 10年が経過し

たが、これだけ経た今でも、この組織の何たるか

を第三者に明快に説明することはむずかしい。そ

れはこの委員会が事業志向性の低い、ネットワー

ク志向の組織体であることにもよるが、それ以上

に、これが行政の組織なのか、市民の組織なのか、

それともその両者によって共有される組織なのか

が不明瞭になっていることに起因している。ある

時は市民団体と紹介され行政が来貧挨拶をするか

と思えば、代表の任命は市長が行い、一切の予算

措置に市民はノータッチであったりする。少なく

とも行政と市民が共同で事業を行う以上、その関

係性と各々の役割についての基本スタンスだけは

明らかにしておく必要がある。それは行政と市民

の関係を、旧態依然たる市民参加型の行政補完と

いう位置づけにしておくのか、それとも政策決定

への参画も含めた対等な協働関係を築こうとする

のかを問いかけることでもあるだろう。

2.行政区ネットワーク実行委員会の取り組み事例

2 -1 ネットワーク実行委員会の誕生と取り組み

行政の主導で発足した人づくり 21世紀委員会

は、名称と参画団体は決まっていたが、明確な行

動指標を持たず、かっ行政もこの委員会への参画

は促すものの、強く、ある一定の方向に引っ張る

ということをしなかったため、発足後l年半の問、

幹事会や3部会では「いったい何をする会なのか」

という議論が何度も展開され、「議論ばかりしてい

ないで具体的な行動を展開すべき」という主張と、

「まったく性格の異なった 77もの団体で、統ーし

た行動などとれる訳がない」という声が相半ばし

た。

当時を振りかえってこの委員会の創立時の担当

課長であったH部長は「ネットワークとして存在

すること自体に意味があると考えていたので、こ

うしてくださいと行政から頼んだり、賛否を明確

にして、目的やゴールを定めようとは考えていな

かった」という。

しかし、行政がメンバーを集めるだけ集めて方

向を指し示さないというのは、ある意味画期的な

ことだったかもしれない。混沌の中で参加者は自

らの進路を探るほかなかったわけで、徐々にでは

あるが、話し合いの中で一定の方向性が見えてく

ることになった。その当時の議論の一応の帰結は、

「人づくり 21世紀委員会の本質は、子どもの教育

に関心を持つ大人が、子どもがのびのびと育つ環

境を考え、大人社会のあり方を見直そうとする「人

づくりの風土」にあるのであり、それを全市に広

げ伝えていくことが、その重要な役割であるJと
いうものであった。

その一応の結論を得て、 1999年9月から 10月

にかけて「行政区別討論会jが開催された。それは、

従来の幹事会や部会の話し合いのスタイルを踏襲

し、 11の行政区全部で、各種団体のメンバーや市

井の人に「子育て」ゃ「人づくりJについて語り
合ってもらおうというものであった。その開催趣

旨の説明文には以下のように記されている。

地域では、従来から、様々な団体がそれぞ

れの目的を持って、着実な取り組みを重ねて

います。しかし、情報化社会といわれ縦横無

尽に情報が行き交うにも関わらず、意外と思

えるほど団体聞の横のつながりが希薄な場合

が多く、また都市化や少子高齢化の進む中で、

人と人との温かいつながりが失われつつあり

ます。

一方では、地域で孤立した若い父母の子育
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てに対する不安が日々募っています。まさに

コミュニティの危機ともいえる状況に直面し

ています。

そこで、「人づくり 21世紀委員会」では、

多くの人が自由に意見を交わし、団体相Eの

交流、また、人と人との心のつながりを深め

る機会(下線は正木)となることを願い、行

政区ごとの討論の場をつくりだしました。

「人づくり 21世紀委員会」からのメッセージより 10)

この説明文を読む限り、「行政区別討論会jの目

的は意見交換を通じて団体聞の交流や市民の心の

つながりを深めること、すなわちソーシャル・キ

ャピタルの醸成をはかり、コミュニティの維持、

あるいは再創造をめざそうとしていることがわか

る。

また、市民の自立的な活動を促したいというね

らいから、翌2000年度は、この「行政区別討論会」

の実施に先駆けて、各行政区に「協力者の会Jを
発足させることになった。これは、行政区別討論

会を自律的に運営できるよう、その世話役を組織

したもので、前年度討論会の参加者を中心に呼び

掛けが行われたが、実際に就任した人は、やはり

教育委員会と関係の深い PTAの長などが多かっ

た。 PTAの深い関与について前出のH部長は「元々

子育てに関心のある PTAを中心に据えるのではな

く、そうでない人々の参画を得たいと考えていた

が果たせなかった」と述懐している。

ともあれ「協力者の会」は各行政区に誕生し、

翌年には「人づくりネットワーク実行委員会」と

改名されて今日に至っている。

2 -2事例紹介南区ネットワーク実行委員会

「中学生とのトーク事業j

(1) トーク事業の概要 ~はじまりとひろがり~

11行政区におけるネットワーク実行委員会の活

動は多様であるが、関係者の事情聴取から、もっ

とも委員たちの自立度が高いと思われる南区の事

1O)f人づくり 21世紀委員会」からのメッセージ 2001 
年2月 人づくり 21世紀委員会(代表河合隼雄)
発行 9頁

例を取り上げ、その活動の概要と委員会の様子を

紹介する。

人づくり 21世紀委員会では、それまで「井戸端

会議Jや「ワークショップJという形で大人同士
の意見交換会を行ってきているが、南区では2002

年度より地元中学校と連携して、大人同士ではな

く大人と中学生との意見交換事業をはじめた。南

区内には、八条、九条、洛南、陶化、久世の5つ

の市立中学があるが、最初に八条中学で開催して

から毎年1か所ずつ開催中学校を増やし、 2006年

度からは毎年金5校で実施している。(表2)

この中学生とのトーク事業がどういう経緯で生

まれたのかを、ネットワーク実行委員会の設立当

初からの世話役である A氏に尋ねると、「行政区別

討論会を 2年やり、当時の主要メンバーだった

PTAのOBたちの聞から、『次は南から発信でき

ることをしようJという声や『南の子は南で育て
よう』という声があがっていた。その時、たまた

まケータイの話が話題にあがり、子どもは持ちた

いし親は持たせたくない、こういうテーマで大人

と中学生が話し合うと面白いのではないかという

アイデアが出され、みんなが賛成したJという。
そこで、当時、八条中学PTAの会長をしていたA

氏が、同校の校長に協働事業の開催を提案したと

ころ、校長もすぐに賛成し実現した、ということ

であった。

ここで、なぜ「中学生との対話」なのかという

ことについて少し補足しておきたい。元南区内の

中学校の校長で、後に教育委員会の社会教育主事

として南区を担当することになったF主事は、同

区における教育状況を「概して経済状況は芳しく

なく、生活保護家庭が比較的多い中、同和問題や

在日韓国・朝鮮人住民に関わる差別や偏見が倒別

的にも地域的にも存在する。関連して、教育・子

育てに関わる学校・家庭・地域の課題も山積し、

学力・人格形成・社会的自立において不十分な状

況が多々見られる。Jと報告書 11)にしたためている。

南区のある中学でPTA会長をしていた M氏が

「“荒れる中学生"への対応に腐心し、心底悩んだ」

と述懐していたが、当時、南区の複数の中学校で

11) I京都市南区における家庭教育・子育て支援の進め
方J
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表2 南区のトーク事業開催年度の変遷と 2008年度の実施例

02 03 04 05 06 07 2008年度の事業

年度 年度 年度 年度 年度 年度 名称 備考 G数

八条 O O O O O O 八中いきいきトーク 総合学習の発表とトーク 18 

九条 O O O O O 九条ふれあいトーク l年と 2年が参加 20 

洛南 O O O O ふれあいトーク in洛南 「地域」について 36 

陶化 O O O ふれあいトーク inTOUKA 道徳資料を用いたトーク 12 

久世 O O 久世ふれあいトーク 高校生とピアサポート 30 

は“生徒指導上の問題"を抱えており、それが「中

学生との対話Jの必要性を後押ししたものと推察
できる。

また各中学校は、学習指導要領の改正を受けて

2002年度から「総合的な学習の時間」の実施を求

められていたため、このトーク事業は各学校にと

っても歓迎すべき提案だ、ったと思われ、後に続く

中学校も多くは総合学習の時聞をあてて実施して

いる。 12)

第1回のトーク事業は、人づくり 21世紀委員会

南区ネットワーク実行委員会と八条中学の共同事

業として「いきいきトーク」という名称で実施さ

れた。実施にいたるまでに、実行委員会のメンバ

12)中には、単発事業ではもったいないと、前後に意識
付けや定着のための学習をプラスし、道徳のl時間
で実施している学校もある。

ーと中学校の担当教員の間で、何度も何度も話し

合いが持たれたという。ねらいの再確認、対象、

方法、役割分担など初めての事業だけに企画は念

入りに行われ、調整にはずいぶん時聞がかかった

とみられ、当時を振り返り F主事は、「学校はどう

しても授業優先で考えてしまうので、人づくり 21

世紀委員会の趣旨などはなかなか理解できない。

授業に地域をどう利用しょうかという発想で考え

てしまうため、最初の意思疎通にはずいぶん時聞

がかかった」と述べている。

結局、第 1回のトークは、中学 I年生全員 (3

クラス)を対象に、総合学習の時間2限 000分)

を使って行われた。小グループにわけで、地域の

大人と中学生がテーマである「ケータイ」につい

て話し合う趣向だが、多感な中学生が臆せず話せ

るよう、次のような工夫がされた。
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①lグループの人数は8-10人。そのうち大人

の人数は中学生の7割程度に抑える O

②参加する大人のうち一人は実行委員で、ファ

シリテーター役を務める。

③中学生が入場する前に、大人に対してはブリ

一フイングを行う。

④体育館をつかい、他のグループの姿が見える

ようにすることで良い影響を与え合う。

⑤教員と保護者は参加者に入れない(顔見知り

だと本音で話せないため)。

⑥前半にアイスプレークの時間を入れる(第 l

回は地域に住む落語家の上演)

⑦中学生が委縮しないよう、参加者の名札に教

育長、区長などの肩書は書かない。

実際には、そのような配慮がされたにも関わら

ず、最初の30分はほとんど誰も話さず、会場は静

まり返り、終わるころになってようやく話し声や

笑い声が聞こえるようになったということである。

しかし、 2年目以降、「トーク」はさまざまな改良

が施され、また、青少年活動センターの職員等か

らファシリテーターの技術的指導を受けるなどし

て、話し合いはずいぶん円滑に進むようになって

いる。

(2) トーク事業の評価 ~その意義と目的~

A氏は、この事業の意義について fl年生を対象

としているのは、地域にこれだけ子どもたちのこ

とを見ている大人のまなざしがあるということに、

早くから気づいてもらいたいと思つてのこと。『生

き方探究・チャレンジ体験』事業 13) と合わせて、

地域と中学生が触れ合う機会が増えてきたし、実

際、補導数も減っている。それもこの事業の副産

物だと思うJという。また「最初、中学生と大人
がお互い怖い存在と思って疑心暗鬼になっている

ようなところがあったが、直接話してみることで

全然違うということが理解できたjとも語ってい

る。

同様にF主事も、「子どもの本音を地域住民が知

ることには意味があるし、それは子どもにとって

もプラスである。ある中学のトークのとき、感極

13)京都市が2000年度から実施している中学生の就労
体験事業

まって泣き出す生徒がいたが、『自分の将来につい

てこんなにも真剣に聞いてくれる大人がいるとい

うことに感激して泣けてきた』ということであっ

た。」と語る。

それらの話から、この事業の真のねらいが中学

生との会話の中身にあるのではなく、童輩盆亜L
対話の時を共有することで、お互いを認知し受容

し合うことにあることがわかる。それによって育

まれる相互の信頼感の醸成が、 トーク事業の第一

の意義といえる。

言いかえれば、このトーク事業は G.H.ミードの

説いた“有意味な他者 (significantother)" 14)との

出会いの場であるとともに相互作用の場であり、

地域の大人たちの信頼とまなざしを直に受け、地

域の一員として受容されていることを実感するこ

とで、共同体意識の芽生えを促すものである。

近年、学校支援地域本部構想 15)など地域教育を

学校教育の延長線上に捉えて、地域の人材を直接

的に活用するような施策が説かれるが、地域教育

の本質とは、教育主体と教育客体が固定的に対峠

しているようなものではなく、教育客体が地域の

多様な“有意味な他者"の中で磨かれることにあり、

地域のまなざしに応答し、その一員としての於持

をもちながら自らを律する力を伸ばすことであっ

たはずである。

そのことを門脇厚司は、「社会力なき人聞が増え

る原因が、地域であれ学校であれ家庭であれ、子

どもたちが他者とりわけ大人と直接的に交わり相

E行為する機会と場をなくしていることにあると

すれば、問題の解決は、どのようにして子供が大

人と親しく交わり相互行為する場をっくり出すこ

とができるかにかかってくる。新しい親密圏をど

こにどのようにっくり出せるかということである。

(略)近年、『地域の子は地域で育てるJという合

い言葉を耳にすることが多くなっているが、そう

14)小川口99η63頁個人は他者との相互作用を通じ
て社会化をとげるが、個人を取り巻く人間関係の
上でもっとも重要な影響を与える存在をいう o I意
味ある他者J、「重要な他者Jとも呼ばれる。
15)学校支援地域本部とは、「地域コーデイネーター」、
「学校支援ボランテイア」、「地域教育協議会」から
なる学校の教育活動の応援団。文科省は2008年度、
このモデル事業に約 50億円の予算を計上してい
る。
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考え日常的にそうすることを心掛け実行している

人たちがいる地域は新しい親密圏を形成している

と言うこともできょうJ16)といっているが、まさに
このトーク事業は、親密圏をつくる第一歩といえ

る。

ただ、この事業にはもう一つ、ネットワーキン

グの形成ともいえる成果があり、 A氏によって語

られるエピソードの数々から、地域住民の相互作

用が活発になっていく様子が読み取れる O

①トークでの老人会のメンバーと中学生の会話

が契機となって、地域のお年寄りが運動会の

玉入れの玉を作って寄贈してくれることにな

ったが、その縁で中学生が地域のお年寄りに

手作りのカレンダーを配ったり、学校行事に

招待するなど親交を深めている。

②九条中学は人数が少ないので小学校と一緒に

トーク事業を行ったが、そこから派生して小

中共同で料理教室やものづくり教室を始めた

り、東寺のお堀掃除を一緒に行うなどの活動

につながっている。

③トークで知り合った団体や大人の聞の関係も

深まり、たとえば「この前の警察の人に講演

に来てもらいたい」というオファーが幼稚園

からあったりする。

④ブラスバンド部の中学生から「発表の場が少

ないJという話を聞いた体育振興会の会長が、
区民運動会での演奏をアレンジした。

⑤久世消防団が幼稚園で防火の紙芝居をする際、

トークの縁で中学美術部が絵を描いてくれる

ことになった。また、消防団が全市の総合査

閲で1番になったとき、中学生がお祝いをし

てくれて、消防団員は大感激した。

⑥トークの会話で「家が貧しいから高校行けへ

ん」という中学生の話を聞いた民生委員が、

市社協の助成等によるサポートをして進学が

可能になった。

⑦塔南高校の教育未来科の生徒の有志がピアの

関係で洛南中学のトークを応援してくれるこ

とになった。

⑧教育長、区長、警察署長、消防署長らが来て

16)門脇 [2∞31 134-135頁

くれるおかげで、広報担当職員も同行し、マ

スコミに取り上げられる機会が多い。

⑨南青少年活動センターでボランテイアをして

いる大学生が、大人と中学生の橋渡し役とし

て参加した。

⑩この会で中学生が紹介した校区安全マップを

みて南区長が感心。南区のまちづくりプラン

に中学生の声が反映されることになった。

これらの多様なエピソードが物語っているのは、

このトーク事業が契機となって、地域のさまざま

な情報や資源が結びつけられ、成員聞や組織聞の

相互作用がより密に交わされ、そこからさらに新

しいできごとや関係が生み出されて、時には課題

解決につながっているという事実である。

これらのネットワークの広がりと地域力の高ま

りをA氏は「地域を熱くしている」という表現で

語るが、まさに実行委員会の運動エネルギーがト

ーク事業を通じて地域に、熱のように伝播してい

るのである。

そこで次にその“熱源"である南区のネットワ

ーク実行委員会に焦点をあて、実体を見て行きた

し、。

(3)南区ネットワーク実行委員会の概要

南区のネットワーク実行委員会は、他の行政区

と同様2001年に設立されているが、現在の委員

39名のうち約10名は、教育委員会の要請を受けて、

当初の行政区別討論会に参加していたメンバーで

ある。その中にA氏やM氏など、以前から顔見知

りであった小学校PTAの役員が数名おり、この実

行委員会の実質的な中核となっている。残りの委

員については、先行メンバーやF主事が声をかけ

て参画してもらっており、各学区のキーパーソン

と思える人が徐々に集められていったという。

また、 2005年度からは南区の全中学 (5校)の

校長も参画しているが、これは元校長であったF

主事の呼びかけに応じたもので、他の行政区では

例がない。

現在の実行委員の所属は表3の通りであるが、

便宜上、大きく分類すると①PTAのOB、OGを

中心とした学校関連団体、②女性会、保護司会、

少年補導、民生児童委員などの地縁的組織、③子
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表3 南区人づくりネットワーク実行委員会

委員の所属団体

学校関係団体 PTA 投:員、 OB、OG 7人

中学校長会 5名

学校評議員 l名

おやじの会 l名

地縁的組織 地域女性会 2人

少年補導 l名

自治連役員 1名

民生児童委員 1名

保護司会 6名

更生保護女性会 3名

スポーツ少年団 1名

アソシエーション グループすずらん l名

やんちゃあず(子育て
l名

サークル)

モラロジー 2名

全日本家庭教育研究会 l名

ラカン精神科学研究所 2名

その他 青少年活動センター 2名

堀場製作所 l名

iロ』 計 39名

育てサークルなどのアソシエーション組織、④そ

の他に分かれる。

南区の実行委員会は中学のコミュニテイホール

を使い、平均すると月 1回程度のペースで開催さ

れており、世話役と呼ばれる会の代表は、発足以

来A氏が担っている。周囲のメンバーのA氏に対

する評価は、地域活動に熱心、顔が広い、親分肌、

押しが強い、理論より行動の人、正義感が強いな

どで、名実ともに会をリードしている。

各行政区の実行委員会には、生涯学習部の首席

社会教育主事が担当職員として配置されており、

南区の場合は、前述のF主事がその役を担ってい

る。 F主事はかつて南区内の中学校長であったた

め、区内の基本的な知識や情報には詳しく、地域

における個人的な人脈も豊富である。

この主事の役割は、会場の確保、準備、設営、

メンバーの日程調整など、事務方としての職務も

あるが、 H部長は「各担当主事には、お茶くみに

行っているのではない。専門職としての技能を駆

使して市民活動をサポートするように指示してい

るjという。ただ、実際のところは主事の個人的

資質に任されている様子で、行政区によって関わ

り方はさまざまである。

F主事について世話役のA氏は「南の実情をよ

く知ってくれている有能な事務方です」といい、

M氏は「だれも Fさんのことを市教委の人だと意

識していないのではないか。それほど会に溶け込

んでおられるJと評価している。

(4)南区ネットワーク実行委員会におけるソーシ

ヤル・キャピタル

南区ネットワーク実行委員会を他の行政区のそ

れと比較したときに歴然とした違いがあると F主

事はいう O 他の行政区の場合、担当主事は会議の

設営やプレゼンの準備、湯茶の提供まですべてを

担うが、南区ではそれらをすべてメンバーがおこ

なう。その理由についてF主事は「自分たちのや

ってきたことに対する自信と確信が主体性を育ん

でいるjとみており、「自分たちが育ててきたグル

ープであるという自意識が非常に強く Jrメンバー
聞は深い信頼関係で結ぼれているJと評価してい
る。

実際、メンバーは口ぐちに「すご、いメンバーが

集まっているJといい、形式的な関係ではなく、「一
緒に事業をする仲間であるとともに、地域の仲間

という感じがするJと語っている。
会合の後は毎回必ず飲み会になるが、出席率も

高く、みんながそれぞれ一品を持ち寄って集まる

など、庶民的な土地柄もあってか親和性が高い。

M氏は「いい仲間なので抜けるに抜けられない」

と冗談のように話すが、それも親和性のー側面で

あり、凝集性の高さがこの実行委員会の継続性に

作用していると思われる。

スコッチポルは、「ボランテイアは、結社の会員

ほどには互酬的な鮮を築かない」として、他の人

の「ためにする」ことより、仲間・市民と「とも

にするJことの方が、市民活動にとって重要であ

ると述べている 17)。それは、 A氏のいう「みんな、

17)スコッチポル [2007] 194頁
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ちゃんと自分の楽しみも持ちながらやってますよ」

という言葉のとおり、この実行委員会のインフォ

ーマル・コミュニケーションの豊かさとつながっ

ている。仲間と「ともにする」こと自体が、すで

にメンバーにとっての動機付けのひとつになって

いるように見受けられる。

他にも南区ネットワーク実行委員会では、子育

て中のメンバーが協力しあって「子育て講座」を

開設したり、「南区民ふれあいまつり」にブースを

出したりするなど、メンバー聞に新しい関係性が

生まれており、 F主事は、それを「参画メンバー

には『互恵的 (win-winHな関係があり、『顔と

名前のわかるつながりや信頼関係』が広がってい

る」と表現する。

パットナムはソーシャル・キャピタルの要素を

「社会的信頼J1互酬性の規範J1市民的積極参加の
ネットワークJとした上で、「社会的信頼は、相互
に関連する二つの源泉ー互酬性の規範と市民的積

極参加のネットワークーから現れる可能性があ

る18)Jとしており、ドン・コーエンも「ソーシャル・
キャピタルの特徴として、『高い信頼.1r強固な社
交ネットワーク.1r活気のあるコミュニティ.1r共
通の理解.1r共同の取り組みに対する対等な参加意
識』といった要素や指標が挙げられる 19)Jとしてい
る。

上記の南区ネットワーク実行委員会の現状を、

これらの要素から検証したとき、そこに、高いソ

ーシャル・キャピタルが醸成されていると判断し

て差し支えないだろう。

「ソーシャル・キャピタルの醸成と地域力の向上J
という北海道の政策研究 20)によれば、「住民や組織

が、地域の公共的、社会的課題に気づき、各主体

が自律的に、もしくは協働しながら、地域課題を

解決したり、地域の価値を創出したりする力jを

地域力と定義し、「地域力の基盤になるのがソーシ

ヤル・キャピタルjであり、「豊かなソーシャル・

キャピタルの上に、地域力が形成されるJとして
いる。ただし、「豊かなソーシャル・キャピタルが

あれば、自動的に地域力が形成される」のではなく、

18)パットナム [20011 212-214頁
19)コーエン [20031 7頁
20)北海道知事政策部 [20051 8-14頁

昨地域社会の謀掛川1
必勝。1.

南
区
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
実
行
委
員

図3 南区トーク事業のイメージ包}

「地域社会の問題解決や地域価値向上という圧力が

ソーシャル・キャピタルを刺激するとき、ソーシ

ャル・キャピタルから地域力が生み出されるJと

いう。その上、「ソーシャル・キャピタルと地域力

は相互作用の関係 21lJにあり、「豊かなソーシャル・
キャピタルが地域力を生み、地域力によって地域

社会の課題を解決し地域の価値を向上すれば、そ

の過程で新たな交流や信頼関係が形成され、ソー

シャル・キャピタルが豊かになるJという。
この地域力とソーシャル・キャピタルの関係は、

まさに中学生のトーク事業と南区ネットワーク実

行委員会の関係を的確に表している。実行委員会

のソーシャル・キャピタルという基盤に地域課題

の解決という危機意識や熱意が作用して、 トーク

事業が生み出され、その事業の成功が実行委員会

のソーシャル・キャピタルをさらに高めるという

図式である。(図3参照)

さらに付け加えるならば、この南区ネットワー

ク実行委員会のトーク事業の場合、ソーシャル・

キャピタルは実行委員会に還流するだけでなく、

21) Positive feedback (正帰還)のこと
22)北海道知事政策部 [20051を参考に正木が作図
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それぞれの中学校区で参加する人々を結びつけ、

信頼の輸を伝播していく効果がある。

また、次代を担う中学生が地域住民に親しみを

覚え、地域共同体の一員としての帰属意識を芽生

えさせるならば、面としての広がりだけでなく、

世代を超えてソーシャル・キャピタルの種をまい

ていることになるし、それは地域コミュニティ再

創造の一歩となる。

トーク事業が、南区ネットワーク実行委員会に

始まり、いま他の多くの行政区実行委員会でも試

みられるのは、こうした事業の可能性に期待して

のことだと考えられる。

第3章 ソーシャル・キャピタル醸成の要
因と行政の役割

1.グループ成長理論から見る南区ネットワーク実

行委員会の事例分析

1 -1 グループ・プロセスとグループ成長の基本

概念

(1)事例分析のアプローチ

この章では再度、南区ネットワーク実行委員会

の事例を取り上げ、次項に掲げる「グループ・プ

ロセス」と「相互受容Jという 2つの視点からソ
ーシャル・キャピタルの醸成や地域力向上の仕組

み、要因を探る。「グループ・プロセスJの視点は、
南区ネットワーク実行委員会が、グループとして

どのように関係性を育み、発達してきたかを検証

するために有用であるし、「相互受容」の視点は、

ソーシャル・キャピタルの構成要素の一つである

「社会的信頼」の形成について理解を促進するもの

と考えている。

(2)グループ・プロセスとは何かお)

事例の分析に入る前に、グループ・プロセスに

ついて簡単に説明しておきたい。集団は普通、対

面的な関係にある複数の成員を持ち、話し合いや

事業など目的に沿った何らかの活動を行っている

が、その活動と影響しあいながら集団の構成員の

聞にはさまざまな関係性が生じている。そのとき、

23)柳原光ほか日982]Creative O.D. 1を参考

話し合いの中身や活動そのものをコンテント(内

容)といい、成員聞の関係性をグループ・プロセ

スと呼ぶ。通常、プロセスという言葉は時間的経

過を意味するが、ここでは時間的経過だけでなく、

人と人の聞やグループ間で起こっている様々なこ

とがらすべてを含んでグループ・プロセスと定

義 24)している。

コンテントとグループ・プロセスは車の両輪の

ように常に同時に存在し、相互に影響し合ってい

るが、普段人々はコンテントに関心を奪われ、グ

ループ・プロセスは見過ごされることが多い。し

かし、グループ・プロセスはコンテントの成否に

大きな影響を与えるだけでなく、グループの発達

や持続性にも深く関係しているため、グループ運

営にとっては重要な概念である。

(3)相互受容とグループの成長 ~ギブの理論~

グループを一つの生き物のように見立てて、そ

の成長や発達を考えるアプローチは数多くあるが、

中でも時間的な経緯を、防衛的風土に根ざした4

つの懸念 (concern)の低減との関係で説明したギ

ブ (J.R.Gibb)の理論25)は、秀逸かつ有用であり、

組織が相互受容関係の構築とともに成長すること

を明らかにしている。

ギブはあらゆる社会的相互作用つまり対人関係

の場面で、人々の心の中に防衛的な風土 (defensive

climate)に由来する恐怖と不信頼という防衛的感

情が必然的に生起し、存在するとしており、その

恐怖や不信頼を低減し「自分自身や他者をよりよ

く受容すること」で、個人およびグループは成長

していくと考えている。その解消すべき防衛的感

情を、 4つの懸念という概念で以下のように説明

している。

受容 (acceptance):自分自身や他者をグルー

プの一員として受容することができるか否か

に関する懸念。グループ形成の初期の段階に

しばしばみられる恐怖と不信頼は、「見せかけ

を装う、感情を出さない、葛藤を避ける、皮

24)前掲書 コンテント・グループで討議されているこ
と プロセス:討議しているグループでそのとき
どきに起っていること(下線協調は原著者)
25)ギプ日971] 367-408頁「信頼関係形成のための風
士J
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肉をいう」などの兆候として現れ、不信頼が

強いと、論争の起こることを避けたり、強力

なリーダーを探そうとしたり、形式的なルー

ルを強要したりということが起こる。受容懸

念が低減されたグループでは、ユーモアは減

少して温かみが増し、規範 (norm)からの逸

脱も受容される。また、他のグループとの比

較などの関心は最小限になり、自らのグルー

プやグループ・メンバーに対する信頼が厚く

なる。

データの流動 (data-flow):コミュニケーショ

ンに関係する懸念で、「各人が何を考え、どう

いう感a育や動機を持っているか」など、意志

決定や行動選択に関わる情報の表出に影響す

る。不信頼の兆候としては「自らの感情を否

定する、丁寧すぎる応接、他者の感情を害さ

ないかという極度の気遣い、表面的な“お天

気話"、寡黙Jなどとして現れる。
この懸念が減少してくると、コミュニケー

ションは自由で開放的になり、各人の情報は

問題解決や行動に活用される。また葛藤は認

められ、目標形成を修正するためのフィード

パックもなされるようになる。

目標形成 (goalformation) :目的や生産性、内

在的動機に関する懸念。個人やグループに内

在する活動への動機の差異に基づく懸念で生

産性や創造性に影響を与える。この懸念が解

消されないと、「何をしようとしているのかわ

からない」とか「やらされている感じがするJ
という感情が生まれたり、無感動、殻への閉

じこもり、消極的な関わりとなって現れる。

この懸念が解消すると、相互作用の中で目

標が創出、共有され、高度の目標統合が行わ

れる個人の内在する目標とグループの目標が

統合されると有意義な創造的活動、すなわち

生産性が向上するo

統制 (control):目標達成のためにどのような組

織にすればよいか、メンバーはどのような影

響、統制関係にあればいいかという懸念。こ

の懸念が解消されない場合、混乱、依存、敵意、

権力闘争、ルールや構造の形骸化が起こる。

グループが成熟すると役割の分配が自由に行

図4 4つの懸念の解消とグループ成長

われ、グループを運営するための形式的な方

法は不要となる。

ギブは、上に掲げた4つの懸念が相互に高い依

存関係を持ちつつ、ヒエラルキーを形成し、受容

→データの流動→目標形成→統制の順序で懸念が

発生し、また低減していくことを看破した。(図4

参照泌)) 

たとえば、いかにデータが自由に表出されるか

は、受容懸念の低減があってはじめて可能になる。

つまりコミュニケーションの自由度や情報量は受

容懸念の解消度の影響を受けるため、受容懸念の

低減された程度以上にはデータの流動はおきない

といえる。同様にデータの流動懸念の低減された

程度に応じて目標形成が進み、目標形成懸念の解

消は集団の統制に影響する。

この4つの懸念が解消された状態は、メンバー

が相互に受容しあい深い信頼で結ばれ、共通の目

的をもってネットワークを築いている状態であり、

ソーシャル・キャピタルの醸成された状態と同義

といってもよい。

1 -2 南区ネットワーク実行委員会の事例分析

パットナムは「社会規範やネットワークといっ

た他の形態の社会資本も、使うと増え、使わない

と減る」といい、「社会資本の創造と破壊は、好循

環と悪循環によって特徴づけられるだろう」と述

べている 27)。フィードノfックループがポジテイブで

あるということは、良い時はどんどん良くなり、

26)デイモツ夕日980] 30頁図4を参考に正木が作成
27)ノfットナム [2001]210頁

-228ー ソーシャル・キャピタル醸成における行政と市民の役割j



悪い時はどんどん悪くなるということであるから、

その一番最初のきっかけや動機付けが、どのよう

になされたかを知ることは重要で、ある。

F主事は他の行政区と比較して「南の自主自立

の組織風土は別格だ」というが、その風土はどの

ようにして生まれ、自立的なグループへと育まれ

てきたのだろうか。

次にもう一度南区ネットワーク実行委員会の事

例に戻り、前項のグループ・プロセスやグループ

成長の考え方を念頭におきながら、好循環を生ん

だきっかけが何か、相互信頼を生みだした要因は

何かを探ってみたい。

(1)参加動機の共有

南区は繁華街をもっ中京や東山、下京区といっ

た行政区に次いで犯罪発生率が高く、治安の問題

や子どもの安心・安全の問題、非行対策などはま

ちづくりの重要な関心事である O 南区のネットワ

ーク実行委員の顔ぶれを見ると、保護司会、更生

保護女性会、少年補導、民生児童委員というメン

バーの総数が、他行政区と比較して多い。それは、

南区の治安や非行の問題に対して危機意識を持っ

た人が、保護する対象の中学生と、どのように話

をしたらよいかを学ぶ機会として参加し始めたか

らだという。

「コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタ

ルに関する研究調査報告書沼lJによると、「コミュ

ニテイ機能再生の成功要因の多くは地域のソーシ

ヤル・キャピタルに依存Jしており、「危機感を持
ち地域で共有化できることJと「さらにそれに対
して、何か行動(アクション)を起こそうとする

人たちが存在すること」が重要な要件であるとし

ている。

南区ネットワーク実行委員会の場合は、まさに

その要件に適った多くの人たちが、当初から実行

委員会に参画していたわけで、その危機意識が地

域への愛着にもつながって、「南の子は南で育てよ

うjという共通認識に結実し、活発なアクション

を生み出していったと考えられる。

28)内閣府経済社会総合研究所 [20051 78・79頁

(2) メンバーの相互受容

他行政区グループでは、なかなか受容懸念が解

消されず組織運営が形式化されていくが、南区の

場合、初期の段階から比較的親密度の高いグルー

プが出来上がっている。その要因はいくつか考え

られるが、もっとも重要だと思われるのが4人の

コアメンバーである。この4人は、学区は違うが

そろって小学校PTAの役員を経験しており、ネッ

トワーク実行委員会が設立する前からの顔見知り

であったという。

通常、初対面の人で会議を構成すると緊張度が

高くなって話ははずまなくなるが、この4人がム

ードメーカーとなって受容懸念が低減されていっ

たと思われる。

F主事は PTAを「地域における大人の学校、地

域人材の供給源」と呼ぴ、「人間関係をつくり、将

来地域で活動するためのノウハウを学ぶ場所とし

ては誠に最適Jというが、今回の南区ではそれが
うまく機能したということだろう。また、 PTAが

地縁的組織と適度な距離があることも、この委員

会の運営にとってはプラスに作用していると思わ

れる。

(3) リーダーシップの所在

行政によって唐突に作られた組織というのは、

どうしても行政への依存度が高く、担当者がリー

ドし続けないと活動が続かないということが往々

にしてある。

しかし、南区の場合は、 PTAのコアメンバーの

存在に加えて、その一人である A氏の強力なリー

ダーシップにより会が動き始めており、行政への

依存度は低し、。

A氏は熱意と豊富な人脈を持って全体をとりし

きる、専制型の、いわば古いタイプのリーダーで

はあるが、「中学校長が変われば必ずブリーフイン

グに行きj、「リアルな司会をするため、中学生と

幼稚園の合同イモ掘りを見学に行きJ、「全中学の
トークに参加した区長に花束を贈呈する」という

細やかな気配りの人でもある。

南区ネットワーク実行委員会が円滑に動き始め

た要因のひとつは、人望厚くカリスマ性をもった

A氏の強いリーダーシップと人脈、行動力に牽引
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されてきた感は否めない。各メンバーは居心地の

悪い沈黙など経験せずに活動期に入っていけたは

ずである。

ただ、強いリーダーシップは、その弊害として

メンバーの依存心を強化してしまったり、価値の

多様性を抑圧してしまったりする可能性があるの

で、注意が必要である。

(4)ファシリテーター 29)の役割

参加意欲の高いコアメンバーやA氏の強いリー

ダーシップが存在したことで、実行委員会は当初

から自立的に動きだした。そのため、 F主事は他

の行政区のように実行委員会のけん引役を務める

必要がなくなり、本人のいう「黒子役」になるこ

とができたと思われるが、それは南区ネットワー

ク実行委員会にとって幸運であった。なぜなら F

主事は、ファシリテーターに必要な資質要件(①「共

にある」こと ②援助的であること ③グループ・

プロセスの感受性が豊かであること ④グループ・

プロセスへの介入ができること 30))を備えていたか

らである。

そして、 F主事の最大の功績は、この実行委員

会をいわば過保護、過干渉状態におかなかったこ

とである。 F主事は他の行政区で主事が何から何

まで準備している現状を見て、「これではダメ。い

ろんなサポートの仕方があるが、ちゃんと自分た

ちでできる力を持っている人が多くいるにもかか

わらず、こちらが全部やるのが親切と考えている

のはおかしい。それならいっそ何もしない方がマ

シ」と感じたといい、「最初はこちらでやっていた

名札づくりなども、途中で気づいてメンバーに任

せることにした。そのことを F主事は、「些壇旦自

発性を草重する支援の仕方の基本だと思うJと語
る。

F主事のこれらの発想にはファシリテーターの

29)ファシリテーターということばは一般的にはワーク
ショップなどの「促進者Jという意味で使用され
ることが多いカ宮、ここではコミュニテイ・ワーク
やグループ・ワークにおけるグループワーカーの
ように、グループに継続的に関与する存在をイメ
ージしている。
30)柳原光ほか[1982]Creative O.D.Vol. 1 6-7頁を参
考

持つべき基本姿勢が明確に表現されている。ひと

つはコンテントとグループ・プロセスを取り違え

ていないことである。トーク事業というプログラ

ムはコンテントであり、その成否に関してはメン

ノ〈ーが責任を負う。ファシリテーターはコンテン

トにではなく、そのグループ・プロセスに関与し

ながら実行委員会の内発的な成長を支えようとし

ているのである。

ソーシャル・グループワークの古典ともいえる

トレッカーの定義では、グループ・メンバーがプ

ログラムの中で「参加、所属、決定、責任、達成、

自発性、他の人への適応」などの機会を経験する

ことが、個人の成長とともにグループや地域社会

の成長と発展につながるとされている。 30

従ってここでF主事が、「メンバー自らの手でで

きることには手を差し伸べないjとしていること

は、ファシリテーターとしてはきわめて正当な判

断だと思われる。

「楽しさはしんどさとセットになっているから、

こちらが全部準備していたら、おいしいご馳走を

全部とってしまうことになる」と考える F主事は、

意識的に前に出ないように努めているので、会の

諸雑務はメンバーに分担されることになり、当然

それはメンバー各人の負担になる。しかしその負

担こそが、 トレッカーの定義にあるように、グル

ープの成長と発展の機会なのである。

集団としての成長や喜びは苦労を共に乗り越え

た達成感の中にあり、それが集団の仲間意識 (we

-feeling)や自主性へとつながり、ソーシャル・

キャピタルを醸成していくのである。

ファシリテーターも、関与が過ぎるとリーダー

と同様にメンバーの依存心を引き出してしまうた

め、過保護、過干渉にしないというのが鉄則であり、

原則的にはコンテントに関与しない方がよい。

また、図5に示した通りファシリテーターの関

与の必要度は、グループの成長につれて減少す

る。 32)

特にグループの初期の段階では、メンバー相互

の受容関係が育っていないため、メンバー聞のコ

31) トレッカー [1978改訂版] 9頁
32)大塚、硯川、黒木[1986] 50頁図5は同書49頁
を参考に正木が作図
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図5 グループ成長とファシリテーターの関与

低

ミュニケーションも限定的である。必然的にフア

シリテーターへの依存度が高くなるため、メンバ

ーへの直接的な関与の割合が高い。しかし、時間

の経過とともにメンバー聞の相互受容関係が育っ

てくると、ファシリテーターの役割は減少するこ

とになる。前出のギプの理論でいうと、受容関係

が築かれデータ表出が進むまでのファシリテータ

ーは、各メンバーの参加度を高め、自らが聞に入

りながらメンバー聞の相互受容の促進に注力する

が、つづいて目標形成から統制の段階に至ると、

葛藤処理に役割lの中心が移る。メンバ一間で建設
的に葛藤の処理ができるほどにグループが成熟す

れば、ファシリテーターの役割は概ね終わってし

まうのである。 33)

南区ネットワーク実行委員会の例でいうと、実

行委員会と中学校は最初の意見調整のためだけに

6回もの「すったもんだの」会合が聞かれたとい

うことであるが、双方の価値観や目標観の相違を

オープンにし、その合意点を見つけようと粘り強

く協議をかさねられるというのは、実は簡単なこ

とではなく、この実行委員会の成熟度の高さを表

している。こういう状況に至るとファシリテータ

ーの役割はそう多くはない。

(5)インフォーマル・コミュニケーション

南区ネットワーク実行委員会では毎月の例会の

終了後、必ず近所の居酒屋で懇親会をしており、

年に l回は盛大な「ほろ酔いトーク」もしている。

A氏はいろんな声や意見を吸い上げる場というが、

気心の知れた仲間の楽しみの場でもあるようだ。

33)デイモック日985] 33・44頁を参考

rooのため」という使命感だけでは活動は続か
ない。達成感や評価される喜ぴ、自らが成長する

嬉しさ、仲間とともにある幸せなどメンバーそれ

ぞれが喜びを見出しながら活動に関わっていると

いうことだろう。

(6)地縁型組織とボランティア・アソシエーショ

ンの協働

グループ・プロセスからは少し離れるが、地縁

型組織とボランティア・アソシエーションについ

ても触れておきたい。この両者の関係について相

互不信や不和が指摘されることもあるようだが、

南区の実行委員会においては今のところそのよう

な反目は生まれていない。

その理由は二つある。ひとつはこの実行委員会

が中学校区単位で活動しているため、小学校区単

位の自治連組織などから過度の干渉を受けにくい

構造となっていることがあげられる。 F主事は中

学校区で実施することのメリットについて「小学

校区に見られる狭小で固定的・閉鎖的な関係を打

破するのに適した広さ・緩やかさがあり、しかも

互いに『顔と名前がわかる人間関係Jを結ぶのに
相応しい距離感を有すると考えられるJと述べて

いる。

二つめは、上記にも関連するが、それぞれの参

加者に出身母体となる団体はあっても、メンバー

は南区のネットワーク実行委員の一人として参画

していることがあげられる。軸足を出身母体にお

いたまま実行委員会に参加すると、団体の活動紹

介の場のようになって双方向のコミュニケーショ

ンが阻害されやすいし、他の行政区では実際そう

なっている実行委員会もある。出身母体との連絡・

連携は重要な資源として確保しつつ、個人の資格

で参画しているところに、円滑な組織運営の鍵が

隠されているようである。

1 -3 ソーシャル・キャピタル醸成と組織活性の

仮説

前節の事例分析の冒頭で、ソーシャル・キャピ

タルのフィードパックループについて触れ、好循

環を招くためには、原初の関わりがどうあるべき

かを知ることが重要であると記したが、その点に
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ついて整理しておきたい。

南区ネットワーク実行委員会がソーシャル・キ

ャピタルを育み、活力ある活動をなし得ているの

には大きくわけで3つの要素があったと考えられ

の開放度に影響されることを表している。

上図では、グループが防衛的であるため、個人

の持つ能力が十分発揮できていない状態である。

たとえば、いくら調整能力が高くても、集団内で

十分な会話も交わされないような状態であれば、

能力の発揮するすべがない。

下図は、そのグループの防衛機制が低減され、

持っている能力が発揮されるようになった状態を

イメージしている。

個々人の能力はそれぞれ異なり多様であるが、

そのグループが防衛的か開放的かということは、

相互に影響しあうため同一グループでは同じ傾向

が出てくる。それが組織風土である。グループ内

に相互受容の開放的な関係が広がると、メンバ一

個々人の持つ能力や資源が顕在化されるようにな

り、グループ内の役割も適材適所に配置できるよ

うになる。当然、防衛的な風土が解消されるにつれ、

防衛的なグループで
発揮能力が低い状態

低い. .高い

防衛的風土と発揮能力

潜在能力の開発度

低い 4ーーー+高い

潜在能力の開発度

開放的なグループで
発揮能力が高い状態

的

的
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4
1
1
1
4
v
放
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関
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る。

一つ目は実行委員会がスタートする際の基礎条

件として、あらかじめ活動への動機付けをもった

参加メンバーがし、たことと、組織の形成にあたっ

て核となる 4人の PTA役員が顔見知りであったこ

とで、これは初期の防衛機制を大幅に軽減したと

思われる。

二つ目はグループの形成にあたって、強いリー

ダーシップを発揮する A氏と、パックヤードで支

援的な働きをする F主事という絶妙のコンビを得

たことで、グループのタスク機能とメインテナン

ス機能がうまく分与され、偏りの少ないチームが

形成されている。

三つ目は阻害要因となる可能性があった地縁的

な組織とアソシエーション組織の反日が、中学校

区ということもあり、うまく車L離を回避できてい

ることで、ある。

このようにして初期の防衛的な懸念をうまく低

i成しなカfら、ソーシャル・キャピタルのフィード

バックループのスイッチは「好循環j側に振れた

と思われる。

すると次に浮かんで、くる疑問は、ソーシャル・

キャピタルが醸成されると、グループのパフォー

マンス 34)はなぜ向上していくのかということであ

る。

具体的にいうと、南区ネットワーク実行委員会

でソーシャル・キャピタルが醸成されることと、

同実行委員会の事業活力が上がることには、いっ

たいどのような因果関係があるのだろうか。そこ

で、ソーシャル・キャピタルとパフォーマンスの

関係について、仮説をたてて説明してみたい。

図6はグループにおける防衛的風土と個人の発

簿能力を図示したものである。

人には潜在能力と発揮能力があり、その多寡は

個人ごとに差異があるものだが、能力が顕在化さ

れるかどうかは、その所属する集団の防衛的風土

34) 2章で説明した「地域力」と同義
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グループのパフォーマンスも高くなるのである。

ここで防衛的と呼んでいるのが受容懸念のこと

であり、それが解消されると相互受容、すなわち

信頼感が育まれることになる。もちろん信頼感は、

ソーシャル・キャピタルの3つの要素のうちの一

つにあたるというわけである。

2.南区ネットワーク実行委員会における行政の役割

次に南区ネットワーク実行委員会の活動を、ソ

ーシャル・キャピタル醸成における行政と市民の

協働という視点から振り返る。

前出の北海道の調査では、ソーシャル・キャピ

タルを醸成し、地域力の向上を図るための成功要

因には「地域力を向上させる場」、「場を機能させ

る仕組み」、「地域力の基礎となる人」の3つの要

素があるとしているが 35)、それぞれの要素にあては

めて行政の役割を検証してみたい。

「地域力を向上させる場Jについては3点あげら
れる。

まず、人づくり 21世紀委員会という場、ならび

にネットワーク実行委員会という枠組みを創設し

たことが行政の最大の関与であり貢献である。官

主導で市民組織を立ち上げるというのは一見矛盾

しているが、 101もの多様な団体を「協力依頼」

という方法で集めるのは行政にしかできない芸当

である。市民活動が脆弱性を指摘される今日の状

況をみたとき、公共課題の解決に向けて行政が「最

初の一歩」を踏み出し、 NPOやFP036)など多様

な団体に参画を呼び掛けることは積極的に評価さ

れてよい。

2点目は南区の全中学校との協働事業という点

だが、中学校が地域に聞かれ、多様な人的資源の

交差点として機能すれば、地域のソーシャル・キ

ャピタルの向上に寄与できることをモデルとして

示し得たと思われる。次の世代の市民を育てると

いう意味でも学校と地域社会が協働することの意

義は大きい。

3点目は物理的な場としてのミーテイング場所

35)北海道知事政策部 [20051 78-79頁
36) Nonprofit OrganizationをNPOと呼ぶのに対比し
て、営利組織(企業等)を FPO(For-profit 
Organization)と呼ぶ。

や催し会場の問題である。現在南区では中学校の

コミュニテイホールで会合が行われているが、他

の行政区では夜間に区役所や消防署の会議室の提

供を受けている例もある。無償で、身近に集会の

場所が確保されることは、市民組織にとって大き

な支援といえるだろう。

次に「場を機能させる仕組み」としてコーデイ

ネーターの機能 37)について触れたい。市教委は各

行政区ネットワーク実行委員会に社会教育主事を

一人ずつ配置しており、南区の場合、 F主事は事

務担当者、ファシリテーター、コーデイネーター

の3つの役割を果たしていると考えられる。 F主

事はファシリテーターとしては、メンバーに過干

渉せず、実行委員会の自主性を見守るというスタ

ンスであったが、コーデイネータ一役としては積

極的な動きが目立つ。

全中学の校長の参画を促したのも、堀場製作所

に派遣依頼をだしたのも、 トーク事業で高校に協

力を呼びかけたのも F主事の働きである。かつて、

地元中学の校長であったころに地域のコーデイネ

ーター役として貢献できることに気づいたという

ことだが、地域事情に明るく豊富な人脈をいかし

て地域内の人や資源を結びつけ、事業参画者を徐々

に増やしている。

コーディネーターの役割については、プロデユ

ース機能を含んで、いるという考え方もあるお)。しか

し、行政が行うコーディネーターとしては、 F主

事が「地域で、せっかく生まれている自主的な力が

あるのに、行政が無理やり方向付けすれば先細り

していくに違いない」と慎重で、あるように、主体

者が市民であることを常に念頭において、調整や

情報提供、マッチングに限定すべきである。

最後の「地域力の基礎となる人」という要素は、

基本的には地域リーダーや人材の多様性など市民

セクターにおける課題であるが、この人づくり 21

世紀委員会のように、最初のメンバーを行政が選

ぶような仕組みがある場合、行政にも大きな影響

力が付加される。

今回の南区の場合は PTAのつながりによって

37)調整、情報提供、マッチングの機能。ここではプロ
デユースは含めていない。
38)世古 [20021 121頁
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M氏やA氏に声がかかり、結果として活力ある組

織に育っていくことができたが、それが厳しく選

定された結果だったか否かは不明である。

3.南区ネットワーク実行委員会の課題

南区ネットワーク実行委員会の課題について 3

点指摘しておきたい。

1点目は世話役A氏の後任問題である。本人も

周囲の人も委員全体のレベルが高く後任に不安は

ないというが、どうだろうか。後任者がA氏と同

じような強力なリーダーシップスタイルがとれる

かどうかという現実的な問題もあるが、グループ

の成長やメンバーの成熟度を考えると、次は分与

型リーダーシツプ Csharedleadership) 39)を採用す
リーダー

ることが望ましい。ギブはそれを nリーダー
リーダー フル

なし』のグループは、むしろ『リーダーに満ちた』

グループといったほうがより適切なのであって、

そこではリーダーシップが無に帰するのではなく、

リーダーシップの諸役割がグループ内に分配され

るということが起こるのである。 40)Jと述べている。
リーダーシップを分与する方が活用資源の多くな

る分、組織の活力が増し、持続可能性も向上する

と思われる。

2点目は、無関心層へのアプローチについてで

ある。これは南区の実行委員会だけに限らず、人

づくり 21世紀委員会本体に関わる話でもあるし、

また教育委員会の施策全般についてもいえること

だが、取り組みの対象が無関心層に届いていない

という問題がある。その原因は、活動のスタイル

の多くが動員型であることに加え、既存のネット

ワークの範障を超えると、極端に情報伝達が悪く

なる傾向がみられる。

3点目は、実行委員の所属する団体の多様性に

ついてである。南区ネットワーク実行委員会のメ

ンバーの所属組織を見ると、アソシエーシヨン組

織が少なく、行政と親和性の高い共益的な組織が

多いという特徴がある。また NPO法人は皆無で

ある。この傾向は人づくり 21世紀委員会本体にお

39)ひとりの強力なリーダーによって組織がコントロー
ルされるのではなくて、その時今に応じて、メン
バーがリーダーシップという機能を分かち合う形
式。
40)ギブ[l971 1 393-394頁

いても同様で、全101団体のうち、 NPO法人は3

団体しか加盟していない。京都市内には 2008年9

月現在586のNPO法人が存在していることを考

えると、この数はあまりに少ない。官僚制的弊害

に対し批判的な NPOを行政が排除しているのか、

官治型組織の気配に NPOが敬遠しているのかは

わからないが、せっかくの交流の機会を活かせな

いでいるのは両者にとって損失である。

第4章 行政と市民のよりよい協働のために

1.なぜ、行政と市民の協働は失敗するのか?

1 -1 r見せかけの参画」と「お手軽市民参加」
これまでに見てきた南区ネットワーク実行委員

会の事例は、市民と行政がうまく連携しながら中

学生とのトーク事業を実施・継続することで、実

行委員会に地域力とソーシャル・キャピタルのフ

ィードパックループが生まれ、良い回転を始めた

例であった。

どの行政区も、すべてがこのように展開すれば

いいのだが、むしろ南区ネットワーク実行委員会

の成功事例の方が稀有な存在であり、他の行政区

ネットワーク実行委員会では行政依存の度合いが

強く自立が果たせていないところも多い。自立で

きていないというのは文字通り、行政が完全に手

を離せば倒れてしまうということである。たとえ

ば行政担当者が次回の日程調整をせずに放ってお

けば、そのまま誰も何も言ってこないというよう

なことが実際に起こりえるのではないだろうか。

自立したところと、していないところの差はい

ったい何によって生まれるのだろうか。それを考

えるために、まず活力がなく、うまく回っていな

い組織の典型を想定し、その傾向を分析してみる

ことにする。以下はかつて関係者に問題点として

指摘された意見等を統合したものである。

①メンバーは行政の動員によって集められた各

種団体の役員が多し、。

②地縁的組織や行政関連のメンバーがほとんど

で、高齢化している。

③「行政から頼まれたので」と奉仕的な気持で

参加している人が多い。

④人づくり 21世紀委員会の活動内容に対する理
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解が不足し、動機付けが弱い。

⑤上部機構から割り当てられて、何の会かもよ

くわからず来た参加者がいる。

⑥議題はあらかじめ行政によって決められてい

る。

⑦会議の日程や会場は、行政担当者が決める。

⑧決められた役職者が形式的に進行はするが、

行政担当者が草案を作っている。

⑨団体の代表、代理として来ており、発言がそ

の枠組みから出ない。

⑩議論のやり取りが少なく、全員に向けての一

方通行の発言の集積となる。

⑪激しい議論が交わされることはなく、“大人の

意見"が多い。

⑫毎回同じ人ばかりが話す傾向が強い。また、

何も話さず帰る人がいる。

⑬事業参加者のほとんどは各種団体からの動員

によって集められている。

⑭事業の下準備は、ほとんど行政職員が行う。

⑮一度実施した事業が、改良されることもなく

毎年ルーチンのように続いていく。

⑮会議の席以外のインフォーマルな集まりがほ

とんどない。

ここに掲げた状況を、要約すると、「もともと活

動に対して事前の知識や動機付けのなかった行政

に近い関係団体の人たちが動員され、行政によっ

て周到に準備された会議や事業を奉仕的精神でこ

なしているが、深い双方向のコミュニケーション

は交わされず、事業は形式化している」というこ

とができる。

極端にいえば、行政がすべてを段取りしてくれ

るので、動員された委員は指示された会議に出席

し、その場で思いついた意見を発言しさえすれば、

あとは事務局がすべてやってくれるということで

あり、これでは旧来の形ばかりの住民参加と変わ

るところ治宝ない。

しかし、この状況を一方的に行政のせいにして

批判するわけにはいかない。行政の過保護をよし

としている市民側の参加者も多くいるのである。

長く続いた蜜、月はそう簡単には改まらない。いわ

ば「見せかけの参画」と「お手軽市民参加」の共

依存関係が常態化しているのである。

松野弘 411は地方自治における行政活動の機能的

役割分担論としての「協働jや「パートナーシップ」

という考え方が「これまでの地域住民の市民参加

が行政主導型の限定的な行政課題に対する<諮問

的な参加段階>から、地域社会形成という、まち

づくりのための政策決定過程への<市民の政策参

加段階>へと質的な転換を遂げた」としているが、

上記に掲げた状況はいまだに行政主導の「諮問的

な参加段階」を脱しえていないことを示している。

行政と市民の対等なパートナーシップのために

市民の内発性をどう育むのか、またそのために行

政はどうあるべきか、というのが次なる課題であ

る。

行政が過保護にするから市民の内発性が育たな

いという指摘もあるが、それは一面の真理でしか

ない。過保護は原因でもあるが、動かない市民を

前にやむを得ず行政が干渉しているとしたらそれ

は結果でもある。根本原因は、むしろ従来の住民

参加スタイルの習慣的継承、すなわち構造の問題

であると考えられる。

1 -2 グループの成長理論から見る行政手法の構

造的な問題点

市民の自発性、内発性の問題を考えるにあたっ

て、第3章で紹介したギブの 14つの懸念jの理

論を、もう一度思い出してみたい。

ギブはあらゆる社会的相互作用の場面で、人々

の心の中に防衛的な風土に由来する「受容J1デー
タの流動J1目標形成J1統制」という 4つの懸念
が必然的に生まれ、相互に高い依存関係を保ちつ

つ、受容→データの流動→目標形成→統制の順序

で懸念が低減していくと述べている。

4つの懸念の関係性を要約すると、「相互に受容

しあえていない居心地の悪いチーム状況では、十

分なコミュニケーションは交わされず、形式的で

あったりみせかけだけの空虚なものになる。受容

懸念が低減され相互に信頼できる関係がつくられ

るにつれようやくホンネのコミュニケーションが

交わされるようになり、メンバーの持つ情報や資

源が活用されるようになる。そうすると、人は「や

41)松野 [2004]24-25頁
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らされている状態jから脱却し、自分たちの内在

的な目標を求め、それを共有するようになる。そ

こで目標達成のための組織作りが始まり、個々人

の能力を最大限に生かした効率的なチームがつく

られる」ということになる。

ギブは、グループの創生から内発的な発展まで

の筋道を必然的経過として語るが、この理論を「協

働」すなわち市民の政策参加のプロセスにあては

めるとどうなるだろうか。

人づくり 21世紀委員会に限らず、近年行政は、

審議会、委員会、市民会議、 100人会議など、さ

まざまな市民参加の機会を用意しているが、その

設立と運営に関してはほぼ共通の手法を採用して

いるように思われる。それは、最初何らかの問題

意識をもった行政担当者か首長が、①特定の目的

を定めて、②委員を選任し、内々に座長を確定し

た上で(時に規約をつくって)会を招集し ③協

議に入る、というパターンである。これをギブの

4つの懸念の概念にあてはめて考えると、①特定

の目的を定めて/目標形成 → ②座長を確定

し/統制→③会合を開く/データ流動 とい

う順序で段取りを進めていることになる。そのや

り方をギブの成長理論と並べてみると以下のよう

になる。

<ギプの理論>

: 受容=字データ流動コ目標形成コ統制

<行政の手法>

** 目標形成コ統制 コデータ流動

この行政の手法で特徴的なことは、受容懸念の

解消プロセスが完全に抜け落ちていることと、目

標形成から統制への作業がメンバーの参画なしに

行政で決定されているということである。

ギブは、受容懸念やデータ表出の懸念が解消さ

れないまま目標形成した場合の状況について、こ

う説明している。

メンバー各自がそれぞれの内にもっている

目標をあからさまに口に出して言えるほどの

信頼と自覚を急速にっくりだすとき、はじめ

てグループ目標の統合がおこる。信頼とデー

タの領域限度をこえて、時期尚早に目標形成

をすると、非現実的なあまりにも野心的な目

標となるか、あるいはたんに形式的な目標に

とどまり、無関心や種々な形の抵抗へと導く

ような目標追求となるか、さらには、全く目

標追求をしないことになろう。その組織に存

在する信頼限度内で、現実に即してデータが

適切に処理されて、目標が達成されるときに

のみ、安定した機能的な組織構造が可能とな

るのである 42)。

行政による「市民参加」の多くは、ギブのこと

ぼのとおり、「信頼とデータの領域限度をこえて、

時期尚早にJ会合をスタートすることになるが、
受容懸念が解消されていないため発言は抑制され、

見せかけの発言が増えたり、形式的であったり発

言そのものが控えられたりする。また、行政が任

意で設定した目標には思い入れもないので、他者

と論争するほどコミットすることはないし、判断

はだれか強力なリーダー(行政が指名した権威あ

る座長など)に追随しておこうということになる。

従って議論のない全会一致も簡単におこってしま

う。こういう状況でメンバーの自発性の育つはず

はないし、そもそも高いパフォーマンスは望みよ

うもない。

多くの「市民参加jが、これら「相互受容が育

たないしくみ」で構築されており、それこそが「協

働」における行政手法の根本的誤謬、構造的欠陥

である。参加者相互の信頼感を丁寧に築いたり、

時間をかけて目標形成を創り直したりしない限り、

ソーシヤル・キャピタルは醸成されず、内発性は

育たない。ひっきょう、行政職員はどこまでも手

筈を整えサポートし続けなければならないという

ことになる。これが行政の過保護・過干渉の真の

原因である。しかも過保護になればなるほど自発

性が育たないという悪循環がそのあとに待ってい

る。そして自発的に動かない市民と協働?するた

めのしくみが、「動員 43)Jである。
すなわち、「相互受容が育たないしくみ」と「行

42)ギブほか (1971) 373頁
43) I動員」の問題点は2つある。一つは動員型の事業
には市場メカニズムが働かないために、質が向上
しないということ。もう一つは多様性という抑止
力が働かないため、“大政翼賛会"を生む危険性を
はらんでいることである。
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政の過保護」と「動員Jは三位一体でシステム化
されている。

2.市民が公共を支える社会に向かつて

2 -1 行政と市民のよりよい協働のために

行政と市民の真の協働を実現するために、まず

必要なことは意識変革である。従来の「行政活動

を市民が補完するjという形から「市民活動を行

政が補完する」という形へのコペルニクス的転回

を正しく理解し、受け止めることができなければ、

「協働」は空論に終わり変質する。

元々行動原理の違う行政と市民団体が、対等の

立場で事業を創り込むというのであるから、その

困難は想像に難くない。その上、前節で見てきた

ように、行政の用意する「協働」には、行政を含

め参画者の相互受容関係(=信頼関係)を丁寧に

作りこまない行政手法が採用されている。それは

致命的な構造的欠陥であるが、その問題をカバー

し、対等で、効果的なパートナーシップを生み出す

方法はあるのだろうか。また、「協働Jに際して、
行政と市民団体はどのような役割を分担すればい

いのだろうか。

南区ネットワーク実行委員会は、他の行政区と

同じ構造の中にありながら、自立的に意義ある事

業を生み出し、ソーシャル・キャピタルの高い組

織を維持してきているが、その事例の中に、行政

と市民のよりよい協働のあり様を示すヒントが隠

されているに違いない。その経験を参考に、協働

のあり方を考えてみたい。

実りある「協働Jを生み出すためにもっとも重
要なことは、行政の「相互受容が育たないしくみ」

をどのように補うかということである。方法は二

つ考えられる。ひとつは組織の立ち上げに何らか

の工夫をすること。もうひとつは時聞をかけて受

容関係を築くことである。まず前者から考えてみ

たい。

前に見てきたとおり、市民の聞にソーシャル・

キャピタルが醸成され、相E受容、相互依存の関

係ができあがれば、行政が関与しなくてもその事

業は遂行される。ゆえに行政の力が最も必要とさ

れるのは、市民組織がまだ自立せず不安定な、協

働事業の導入部と始動部分である。いわば車のセ

ルモーターに相当する部分を行政が担い、市民と

いうエンジンが起動すれば、あとは市民に信頼を

寄せ任せておけばいいのである。

ソーシャル・キャピタルと地域力はフィードパ

ックループを形成しており、ソーシャル・キャピ

タルが市民活動を生み出すとともに、その活動の

成果がまたソーシャル・キャピタルを強化する。

このようなポジテイプ・フィードパック関係にお

いて、もっとも大切なことは最初の一歩をどのよ

うにして踏み出すかということである。うまく「好

循環」側に始動できれば、速度の問題はあったと

しても、グループの成長に応じて、活動成果もあ

がってくるだろう。

まず肝心なことは、最初期のメンバーをどう集

めるかということである。まったく何もないフラ

ットな状態から組織を立ち上げ、親和性の高いグ

ループを形成する労力は並大抵ではない。かとい

って、行政が動員をかけ、自分たちにとって御し

やすい人や団体だけで構成すれば、自発的な参加

意欲が低く、「見せかけの参画Jと「お手軽市民参
加」のパターンにはまってしまう。

南区ネットワーク実行委員会の場合は、当初か

ら顔見知りのメンバーがいたことや比較的強い動

機付けをもったメンバーがいたことで、導入がス

ムーズに運んでいる。それをヒントに考えると、

行政は無から有を生じせしめるような組織の立ち

上げをするのではなく、政策課題に合致した NPO

や市民、企業など、内発的な参加動機をもった人

や組織を核として、そこに多様な市民を巻き込む

ような形で組織作りを進めることが望ましい。

行政内部にはNPO嫌いやNPO不信が根強いと

聞くが、行政にとって都合のいい人材・組織を選

出するのではなく、ガパナンスを担う人材として

真に相応しいかどうかで人選される必要があるし、

また、そういう判断のできる行政職員であること

が求められる。動員に頼らず、さまざまな市民組

織とコラボレーションすることを提言したい。

相互受容を育むための、もう一つの方法は、そ

れを支援する人の問題である。あらゆる集団がギ

ブのいう 14つの懸念」を順に低減させながら成
長するとすれば、阻害要因を注意深くとりのぞき

ながら、グループの円滑な成長を支援する役割と
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して、ファシリテーターの存在は重要で、ある。 3

章で見てきたとおり、ソーシャル・キャピタルと

組織パフォーマンスの聞には密接な関係があり、

相E信頼性の高い組織を築くことはグループの成

果にも直結する。

極言すればグループが発揮する力は、その成員

それぞれのもつ固有の能力がどこまで「開発」され、

開発されたものがどこまで「顕在化Jされ、顕在
化されたものがどのように「共有」され、共有さ

れたものがいかに i(相互)作用」しあうかによっ
て決まる。

これらの要素を円滑に促進させるためには、グ

ループの成長に寄り添い、継続的にその成長を支

援するファシリテーターの存在が欠かせない。う

まく有能なファシリテーターが配置できるならば、

「協働」の質は格段に向上すると思われるが、現在

のところ、グループ・プロセスを正しく感受し、

適切な介入のできる専門的なファシリテーターは

まだまだ少ない状況にある。

また、多様なアクターが協働するような場面に

おいては、ファシリテーターとは別にその事業そ

のものをデザインし、調整や調停をおこなうコー

デイネーターもほしいところであるが、こちらも

高度な専門性を要するために人材が不足している。

専門家としてのファシリテーターやコーデイネ

ーターの定着は、協働型社会への転換のためには

喫緊の課題であり、これら協働の援助者を養成す

るしくみや、専門家として処遇するしくみ、社会

に流通するしくみを、早急に構築する必要がある

だろう。

2 -2 ガパナンスを支えるソーシャル・キャピタル

かつて「協働」ゃ「パートナーシップ」という

言葉には、ある種の輝きがあって、そこには来る

べき市民協働型社会の到来を予感させる、期待に

満ちた響きがあったように思う。

ところが言葉は見事に定着したものの、実際に

「協働jの成果や「パートナーシップ」の成功例を

耳にすることは少ない。むしろ、「協働」という名

の「下請け化」が進行して、市民団体が疲弊して

いたり、市民団体の要求に行政が畔易していたり

するのである 44)。

「協働」という言葉には、主体聞の対等性である

「ノtートナーシップ」と事業の共同性を表す「コラ

ボレーション」という原義が含まれている 45)とい

うが、そこには「多様なアクターが対等の立場で

出会い、連携する」いう関係性が記されているだ

けであって、方法論については何ら言及されてい

ない。従って「協働Jだから、「パートナーシップ」
だからうまくことが運ぶと考えるのは、単なる幻

想に過ぎないし、むしろ価値観の異なる多様なア

クターが協働すれば混乱がおきると考える方が自

然である。

従ってソーシャル・ガパナンスの時代が到来し、

多様なアクターが協働して公共政策の一端を担う

というとき、多様性を阻害要因ではなく、有用な

ものに転換するしくみを確実に用意しなければ、

官頭に挙げたような不協和音が方々から沸き起こ

ることになるのである。

その「多様性を阻害要因ではなく、有用なもの

に転換するしくみJこそが、今まで見てきたソー

シャル・キャピタルの醸成であると考えている。

「協働」が人間と人間の営みである以上、そこに

はいやおうなく心の作用が存在する。学問領域で

は、扱いづらい心の問題はしばしば棚上げされる

が、そこを見据えない限り、真の「協働」にはた

どりつけないだろう。

事業への関心とともに、常にその活動の背後に

ある人の関係性を見据え、相E受容の関係性を丁

寧に築いていくことが、ガパナンスにとって特に

重要だと思われる。

ここまで人づくり 21世紀委員会の 1ブランチで

ある、南区ネットワーク実行委員会のトーク事業

を成功事例として取り上げ、活力ある活動の源泉

にソーシャル・キャピタルが存在することを指摘

し、その醸成の要件と意義について考察してきた。

人づくり 21世紀委員会の活動は、行政と市民の

協働事業という性質をもっており、まだまだ十分

とはいえないものの、教育行政の一角を市民セク

44)土111、大矢野編 [2008] 1章(土山喜美枝)、4章(深
尾昌峰)を参考

45)山口 [2006] 10頁
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ターに開放し、市民団体と共に地域教育に携わろ

うとする事業である。それまでの行政主導で行っ

てきた官治型のスタイルを自治型市民活動に転換

しようとする分水嶺にある事業といってよい。

長く行政主導の市民参加に慣れ親しんだ市民と、

対等なパートナーシップの方法がわからない行政

が、お互い試行錯誤を繰り返しながら、よりよい

協働のあり方を探って 10年が経過している。

松下は自治型市民活動の定着には、なお数世代

という時聞がかかると述べている 46)が、

それから考えれば、 10年という歳月はまだ緒に

ついたばかりということである。あわてずに小さ

な事例を積み上げ、相互信頼の風土を築きながら、

少しずつ歩み寄ることが肝要であると考えている。
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